様式第７号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　㊞

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループを代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度　ふくい次世代技術産業育成事業補助金　補助事業実績報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくい次世代技術産業育成事業補助金補助事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　補助金名　ふくい次世代技術産業育成事業補助金
（　　　　　　　　　　　　　　補助金）

研究開発題目「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の交付決定額　　交付決定額　　　　　　　　　　円
およびその精算額　　　　　精算額　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業の実施期間　　　　平成　　年　　月　　日（交付決定日）から

平成　　年　　月　　日まで

４　補助事業の成果　　　　　　別紙１研究開発結果報告書のとおり

５　添付書類　　　　　　　　　別紙１　研究開発結果報告書

別紙２　経費実績書

別紙３　支払照合表

別紙４　取得財産等管理台帳

別紙５　収支決算書

経理関係書類の写し

様式第７号の別紙１　【有望市場進出研究補助金】

　　　　　　　　　　　　　　研究開発結果報告書　　　【　継続　・　終了　】
	補助事業者
	企 業 名：

	
	所 在 地：

	
	代表者名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	
	Ｆ Ａ Ｘ：

	
	業　種
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	グループの構成員
	企　　業：

大　　学：

詳細は別添１「グループ構成員等一覧表」のとおり

	研究開発題目
	

	研究開発の成果
	（研究の成果を簡潔に記載すること）



	研究開発の事業化の計画


	（研究開発の成果を活用した事業化の計画を簡潔に記載すること。）



	研究開発の期間
	開始期日　平成　　年　　月　　日（交付決定日）

完了期日　平成　　年　　月　　日

	補助事業に要した経費

（研究開発費の総額）
	補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円

うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	
決

　

算

　

額
	支

　

出
	区　分
	金額（円）
	収

　

入
	区　分
	金額（円）
	資金の調達先

	
	
	消耗品費
	　　　　　　　　
	
	自己資金
	　　　　　　　　
	

	
	
	原材料費
	
	
	借入金
	
	

	
	
	機械装置費
	
	
	補助金
	
	

	
	
	工具・器具費
	
	
	その他
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	技術指導受入費
	
	
	
	
	

	
	
	特許取得費
	
	
	
	
	

	
	
	共同研究費
	
	
	
	
	

	
	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	
	
	合　計
	
	

	補助金精算額　　　　　　　　　　　　　　円


（注）記載方法は、様式第１号の別紙１に準ずる。

　　　継続か、終了のどちらかに○をつけてください。
２　研究に従事したメンバー

	人　　　数
	　　　　　　　　　人

	主任研究者
	所　　属：

	
	役　　職：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	
	Ｆ Ａ Ｘ：

	
	Ｅメール：

	
	略　　歴：

	研　究　者
	（所属・氏名）

	
	

	経理担当者
	所　　属：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	技術指導者

または協力者※
	所　　属：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	
	指導事項：




※技術導入等があった場合のみ記載

３　研究開発の結果

	研究項目１：

	①研究開発の実績
（研究の内容、規模、目標、グループ内での研究の分担等を記載すること。また、必要に応じて、概略図や写真、サンプル等を添付すること。）


	②研究開発の成果


	③実施場所


	④研究者


	⑤実施時期
	　平成　　年　　月～平成　　年　　月頃

	研究項目２：

	①研究開発の実績


	②研究開発の成果


	③実施場所


	④研 究 者


	⑤実施時期
	　平成　　年　　月～平成　　年　　月

	研究項目３：

	①研究開発の実績


	②研究開発の成果


	③実施場所


	④研 究 者


	⑤実施時期
	　平成　　年　　月～平成　　年　　月


（注）１　申請書の事業計画内容説明書と対応させて、研究等の開始から完了（終了）までの日程を研究の段階に従って研究項目ごとに記載すること。

２　また、研究等のために使用した設備、材料および研究の経過ならびに内容について、図面、図表または写真等も含めて詳細に記載すること。

３　機械装置を製作した場合は、装置の設計図１通を添付すること。

４　共同研究費を大学等に支出している場合は、大学等からの研究報告書等を添付すること。

５　従来技術と比較する等、成果をわかりやすく説明すること。

４　研究日程

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　事業化計画

１）　事業化する製品・サービス等

（当該製品・サービスの最終販売先（顧客層、販売エリアを含む）等を記載してください。）

２）　事業化のスケジュール

（補助事業年度および補助事業終了後５年間の事業化計画を、生産（予定する工場・事業場を含む）・販売・市場獲得などの具体的な事業化の段階に区分し、事業化の各段階が明瞭となるよう線表で記載していただくとともに、具体的にその内容を記載してください。）

	年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度

	研究開発
	
	
	
	
	
	

	製品設計
	
	
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	
	
	

	生産
	
	
	
	
	
	

	販売
	
	
	
	
	
	

	収益発生
	
	
	
	
	
	


（１）具体的な内容の説明

・研究開発　・・・・・（追加研究等が予想される場合はその内容）

・製品設計　・・・・・

・設備投資　・・・・・

・生産　　　・・・・・（生産実施場所、生産ラインの増設・改良、生産プラントの建設予定等）

・販売　　　・・・・・（販売方法、ＰＲ方法を含む）

（２）予想される重大な障害・法的課題とその解決策

（事業化の各段階において、事業化全体の計画変更を考慮する必要がある重大な障害を予想し記載してください）

３）　市場の規模および動向・競争力

（事業化する製品・サービスの対象となる市場の規模や特色、当該製品等の優位性など競争力、獲得が見込まれるシェア等について記載してください。）

４）　売上等の見込み

（事業化後３年間の売上等と収益の見通しと、その根拠を記載してください。）

様式第７号の別紙１　【事業化促進研究補助金】

研究開発結果報告書
	補助事業者
	企 業 名：
	

	
	所 在 地：
	

	
	代表者名：
	

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：
	

	
	Ｆ Ａ Ｘ：
	

	
	業　種
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	グループの構成員
	企　　業：

大　　学：

詳細は別添１「グループ構成員等一覧表」のとおり

	研究開発題目
	

	研究開発の成果
	（研究の成果を簡潔に記載すること）



	研究開発の事業化の計画


	（研究開発の成果を活用した事業化の計画を簡潔に記載すること。）



	研究開発の期間
	開始期日　平成　　年　　月　　日（交付決定日）

完了期日　平成　　年　　月　　日

	補助事業に要した経費

（研究開発費の総額）
	補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円

うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	決

　

算

　

額
	支

　

出
	区　分
	金額（円）
	収

　

入
	区　分
	金額（円）
	資金の調達先

	
	
	消耗品費
	　　　　　　　　
	
	自己資金
	　　　　　　　　
	

	
	
	原材料費
	
	
	借入金
	
	

	
	
	機械装置費
	
	
	補助金
	
	

	
	
	工具・器具費
	
	
	その他
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	技術指導受入費
	
	
	
	
	

	
	
	特許取得費
	
	
	
	
	

	
	
	共同研究費
	
	
	
	
	

	
	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	
	
	合　計
	
	

	補助金精算額　　　　　　　　　　　　　　円


（注）記載方法は、様式第１号の別紙１に準ずる。

２　研究に従事したメンバー

	人　　　数
	　　　　　　　　　人

	主任研究者
	所　　属：

	
	役　　職：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	
	Ｆ Ａ Ｘ：

	
	Ｅメール：

	
	略　　歴：

	研　究　者
	（所属・氏名）

	
	

	経理担当者
	所　　属：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	技術指導者

または協力者※
	所　　属：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	
	指導事項：




※技術導入等があった場合のみ記載

３　研究開発の結果

	研究項目１：

	①研究開発の実績
（研究の内容、規模、目標、グループ内での研究の分担等を記載すること。また、必要に応じて、概略図や写真、サンプル等を添付すること。）



	②研究開発の成果


	③実施場所


	④研究者


	⑤実施時期
	　平成　　年　　月～平成　　年　　月頃

	研究項目２：

	①研究開発の実績


	②研究開発の成果


	③実施場所


	④研究者


	⑤実施時期
	　平成　　年　　月～平成　　年　　月頃

	研究項目３：

	①研究開発の実績


	②研究開発の成果


	③実施場所


	④研究者


	⑤実施時期
	　平成　　年　　月～平成　　年　　月頃


（注）

１　申請書の事業計画内容説明書と対応させて、研究等の開始から完了（終了）までの日程を研究の段階に従って研究項目ごとに記載すること。

２　また、研究等のために使用した設備、材料および研究の経過ならびに内容について、図面、図表または写真等も含めて詳細に記載すること。

３　機械装置を製作した場合は、装置の設計図１通を添付すること。

４　共同研究費を大学等に支出している場合は、大学等からの研究報告書等を添付すること。

５　従来技術と比較する等、成果をわかりやすく説明すること。

４　研究日程

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　事業化計画

１）　事業化する製品・サービス等

（当該製品・サービスの最終販売先（顧客層、販売エリアを含む）等を記載してください。）

２）　事業化のスケジュール

（補助事業年度および補助事業終了後５年間の事業化計画を、生産（予定する工場・事業場を含む）・販売・市場獲得などの具体的な事業化の段階に区分し、事業化の各段階が明瞭となるよう線表で記載していただくとともに、具体的にその内容を記載してください。）

	年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度

	研究開発
	
	
	
	
	
	

	製品設計
	
	
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	
	
	

	生産
	
	
	
	
	
	

	販売
	
	
	
	
	
	

	収益発生
	
	
	
	
	
	


（１）具体的な内容の説明

・研究開発　・・・・・（追加研究等が予想される場合はその内容）

・製品設計　・・・・・

・設備投資　・・・・・

・生産　　　・・・・・（生産実施場所、生産ラインの増設・改良、生産プラントの建設予定等）

・販売　　　・・・・・（販売方法、ＰＲ方法を含む）

（２）予想される重大な障害・法的課題とその解決策

（事業化の各段階において、事業化全体の計画変更を考慮する必要がある重大な障害を予想し記載してください）

３）　市場の規模および動向・競争力

（事業化する製品・サービスの対象となる市場の規模や特色、当該製品等の優位性など競争力、獲得が見込まれるシェア等について記載してください。）

４）　売上等の見込み

（事業化後３年間の売上等と収益の見通しと、その根拠を記載してください。）
様式第７号の別紙１　【技術開発チャレンジ補助金】

研究開発結果報告書
	補助事業者（注１）
	企 業 名：
	

	
	所 在 地：
	

	
	代表者名：
	

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：
	

	
	Ｆ Ａ Ｘ：
	

	
	業　種
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	グループの構成員
	（グループを構成する企業等の名称、代表者名および大学等の名称、学部学科名、担当者名を記載すること。）

企　　業：

大　　学：

詳細は別添１「グループ構成員等一覧表」のとおり

	研究開発題目
	

	研究開発の期間
	開始期日　平成　　年　　月　　日（交付決定日）

完了期日　平成　　年　　月　　日

	補助事業に要した経費

（研究開発費の総額）
	補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円

うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	決

　

算

　

額
	支

　

出
	区　分
	金額（円）
	収

　

入
	区　分
	金額（円）
	資金の調達先

	
	
	消耗品費
	　　　　　　　　
	
	自己資金
	　　　　　　　　
	

	
	
	原材料費
	
	
	借入金
	
	

	
	
	機械装置費
	
	
	補助金
	
	

	
	
	工具・器具費
	
	
	その他
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	技術指導受入費
	
	
	
	
	

	
	
	技術調査費
	
	
	
	
	

	
	
	特許取得費
	
	
	
	
	

	
	
	共同研究費
	
	
	
	
	

	
	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	
	
	合　計
	
	

	補助金精算額　　　　　　　　　　　　　　円


（注）記載方法は、様式第１号の別紙１に準ずる。

	○研究開発の成果
（研究の成果を簡潔に記載すること）



	○研究成果の具体的活用法
（研究開発の成果を活用の計画を簡潔に記載すること。）




２　研究に従事したメンバー

	主任研究者
	所　　属：

	
	役　　職：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	
	Ｆ Ａ Ｘ：

	
	Ｅメール：

	
	略　　歴：

	研　究　者
	

	
	

	経理担当者
	所　　属：

	
	氏　　名：

	
	Ｔ Ｅ Ｌ：

	技術指導者

または協力者※
	所　　属：

	
	氏　　名：


※技術導入等があった場合のみ記載

３　研究日程

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　研究開発成果の事業化の目標

	事業化する製品・サービス等
	

	事業化の時期
	

	具体的な内容および方法
	

	市場の規模および動向
	

	売上等の見込み
	


別添１　
グループ構成員等一覧表

１．グループ構成員

（１）企業

	
	企業名等
	企業概要等
	研究者等
	代表者印

	１

代表
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	

	２


	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	


（注）グループを代表する県内中小企業を「１」に記載し、その他のグループを構成する企業等を２以下に記載すること。

（２）大学等、試験研究機関

	
	大学（機関）名等
	研究者等
	連絡先
	研究者印

	１


	名称

所在地
	所属（学部学科）

職

氏名
	ＴＥＬ


	


２　研究を分担する（共同研究を行う）必要性、有効性

	


３　研究の分担

	
	企業・大学等名
	分担する研究項目および内容

	１


	
	

	２


	
	

	３


	
	


様式第７号の別紙２　
経費実績書

１　経費配分実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

	区　分
	種別
	仕様
	単位
	数量
	単価
	補助事業に要した経費（税込）
	入手年月日
	支払年月日
	支払先
	補助対象経費
（税抜）
	補助金

充当額
	備考

	
	
	
	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術指導

受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術調査費

【チャレンジ】
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	共同研究費


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の

経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　予算額とは申請書に添付した経費内訳書に記載したものをいい、補助事業計画を変更した場合には、その承認を受けた計画に基づくものをいう。

２　補助事業に要する経費の未払、未了分については支払予定年月日を備考欄に記載すること。（補助事業終了日までに支払が終了（約束手形については決済終了）していないものは補助対象経費と認めない。）

３　その他記載方法は、様式第１号の別紙２に準ずる。

様式第７号の別紙３　
支払照合表
補助金名　　　平成　　年度　　　　　　　　　補助金

補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支払先企業名
	所在地

担当者部署・

氏名、連絡先
	購入物品

〔名称/数量〕
	見積書

〔日付/金額〕
	注文書・契約書

〔日付/金額〕
	納品書・検収書

〔日付〕
	請求書
〔日付/金額〕
	支払

〔支払方法/

　支払日/金額〕
	領収書

〔日付/金額〕
	口座照合
	備　考

	
	所在地

部署

氏名

TEL
	
	
	
	
	
	銀行振込/小切手/手形
	
	銀行

支店

普通・当座
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第７号の別紙４　
取得財産等管理台帳

	区分
	財産名
	規格
	単位
	数量
	単価

（円）
	金額

（円）
	取得

年月日


	保管

場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

１　財産名の区分　①原材料、②機械装置、③工具・器具、④外注加工、⑤産業財産権等、⑥その他

２　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

３　金額は、消費税および地方消費税を含む額を記載すること。

様式第７号の別紙５　

収支決算書

収　入　

	区　　分
	金　額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借 入 金
	
	

	補 助 金
	
	

	そ の 他
	
	

	合　　　　計
	
	


支　出　

	区　　分
	金　額（円）
	備考

	消耗品費
	
	

	原材料費
	
	

	機械装置費
	
	

	工具・器具費
	
	

	外注加工費
	
	

	技術指導受入費
	
	

	特許取得費
	
	

	その他の経費
	
	

	合計
	
	


　上記、収支決算書の内容に相違ありません。

　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住　所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループを代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
※有望市場進出補助金においては、単年度分の収支を記載すること。　　
単年度分の結果を記載すること。
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